
北海道の居住支援の取組状況について

令和４年7月

北海道建設部住宅局建築指導課

空いている戸建
て住宅を、子育
て世帯に貸して
もらえません

か？

アパートの１室
から登録できま
す！

平成30年7月より
住宅登録の手続
きが簡単になり
ました。

お知らせ

空室を、バリアフ
リーに改修して、
高齢者や障がい者
の方に貸してもら
えませんか？

子育て世帯等を支援するため
空き室・空き家をご登録ください！！
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住宅確保要配慮者に対する賃貸人の入居制限の状況

入居制限する理由

入居制限の状況
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出典：（公財）日本賃貸住宅管理協会（平成３０年度）家賃債務保証業者の登録制度等に関する実態調査報告書

高齢者に対して
約８割が拒否感

外国人に対して
約7割が拒否感

障がい者に
対して

約7割が拒否感

住宅確保要配慮者の入居に対する賃貸人の意識

○住宅確保要配慮者の入居に対して、賃貸人の一定割合は拒否感を有しており、入居制限がなされている状
況。家賃の支払いに対する不安等が入居制限の理由となっている。
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子育て世帯は不可

一人親世帯は不可

低額所得者は不可

非正規社員は不可

フリーランスは不可

生計中心者が離職者の世帯は不可

ＬＧＢＴは不可

無職は不可

外国人は不可

単身高齢者（６０歳以上）は不可

障がい者は不可

生活保護受給者は不可

高齢者のみの世帯は不可

ホームレスは不可

子育て世帯に対して
約1割が拒否感

従前と変わらず拒否感はない 従前は拒否感があったが現在はない

拒否感はあるものの従前より弱くなっている 従前と変わらず拒否感が強い

従前より拒否感が強くなっている
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③ 住宅確保要配慮者のマッチング・入居支援

② 登録住宅の改修・入居への経済的支援

① 住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録制度

新たな住宅セーフティネット制度の概要
※ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）の一部を改正する法律

（平成29年4月26日公布 10月25日施行）

賃
貸
人

保
証
会
社

要
配
慮
者

入居

都道府県等

登録 情報提供

要配慮者の入居を拒まない住宅
（登録住宅(セーフティネット住宅)）

家賃・家賃債務
保証料の低廉化

・改修費補助
（立上り期に国の直接

補助あり）

・家賃低廉化補助
・改修費融資

（住宅金融支援機構）

・家賃債務
保証料補助

居住支援協議会

不動産関係団体
宅地建物取引業者

賃貸住宅管理業者、家主等

居住支援団体
居住支援法人

社会福祉法人、ＮＰＯ等

地方公共団体
（住宅部局・福祉部局）

居
住
支
援
法
人

入居
支援等

居住支援活動への補助

【新たな住宅セーフティネット制度のイメージ】

国と地方公共団体等
による支援

① 登録制度② 経済的支援 ③ マッチング・入居支援
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・海外からの引揚者、新婚世帯、原子爆弾被爆者、戦傷病者、児童養護施設退所者、
LGBT、UIJターンによる転入者

・要配慮者に対して必要な生活支援等を行う者

住宅確保要配慮者の範囲

① 低額所得者

（月収15.8万円（収入分位25％）以下）

② 被災者（発災後３年以内）

③ 高齢者

④ 障がい者

⑤ 子ども（高校生相当まで）を

養育している者

⑥ 住宅の確保に特に配慮を要するもの

として国土交通省令で定める者

法律で定める者

・外国人、中国残留邦人、児童虐待を受け

た者、ハンセン病療養所入所者、ＤＶ被

害者、帰国被害者、犯罪被害者、保護観

察対象者、生活困窮者

（条約や他法令に、居住の確保に関する規定のある者）

・東日本大震災等の大規模災害の被災者

（発災後３年以上経過）

・都道府県や市区町村が供給促進計画にお

いて定める者

国土交通省令で定める者

道が供給促進計画で定める者
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①登録制度： 登録にあたっての留意点

● 要配慮者の範囲の限定について

・登録にあたっては入居を拒まない住宅確保要配慮者の範囲の
限定が可能
例）「障害者の入居は拒まない」、「高齢者、低額所得者の入居は拒まな

い」等

・ある属性について条件を付すことも可能
例）「低額所得者の入居を拒まない。ただし、生活保護受給者については住

宅扶助費などの代理納付がされる場合に限る」等

・不当に範囲を制限することはできない
例）「99歳以上の高齢者のみ入居を拒まない」などの限定は、制度の趣旨

に反するため不可

5



①登録制度： 登録にあたっての留意点

● 「入居を拒まない」について

・ある属性の入居を拒まないとした場合、その属性であること
を理由に入居を拒むことができない

例）高齢者を拒まないとした場合「高齢であり孤独死の不安がある」ことを
理由に、子育て世帯を拒まないとした場合「子どもの騒音に不安がある」
ことを理由に入居を拒むことは禁じられる

例）高齢者のみ拒まないとした場合、入居を希望する高齢者が「収入が低く
家賃滞納の不安がある」ことを理由に入居を拒むことは禁じられない
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セーフティネット住宅の道内都市別登録戸数（R4.6.13時点）

（戸）
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SN住宅の道内都市別登録戸数（人口千人あたり） （R4.6.13時点）

（戸）
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●大家さんにとってのメリット その１

子育て世帯等への支援を通じて、

登録住宅は専用ホームページなどで広く周知
※https://www.safetynet-jutaku.jp/guest/index.php

（画面イメージ）

情報提供
システム

都
道
府
県
等

事業者

①セーフティネッ
ト住宅の登録
データの入力

②登録申請

③登録手続き

④セーフティネット
住宅の検索・閲覧

要配慮者等
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専用住宅 登録住宅

・改修費への補助
（国による直接補助／地方公共団体を通じた補助）

・家賃／家賃債務保証料低廉化
への補助
（地方公共団体を通じた補助のみ）

支援策

支援策

（要配慮者が入居する場合）
・家賃債務保証保険の利用
（（独）住宅金融支援機構による保険引受け）

・代理納付に関する手続の利用
・居住支援の実施
（居住支援協議会・居住支援法人への補助）

（登録住宅全体）
・改修費への融資
（（独）住宅金融支援機構による融資）

・住宅確保要配慮者専用住宅として登
録した住宅。

・複数の属性の住宅確保要配慮者を入
居対象者として設定することが可能。

・住宅確保要配慮者の入居を拒まな
い住宅として登録した住宅。

●大家さんにとってのメリット その２

登録住宅に対する経済的な支援
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ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ住宅(専用住宅)への経済的支援の概要・実施見込み(R2.8時点)
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居住支援法人とは
・居住支援法人とは、住宅セーフティネット法に基づき、居住支援を行う法人※として、都道府県が指定するもの

・都道府県は、住宅確保要配慮者の居住支援に係る新たな担い手として、指定することが可能

※住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進に関する法律第40条に規定する法人

● 居住支援法人に指定される法人
・NPO法人、一般社団法人、一般財団法人
（公益社団法人・財団法人を含む）
・社会福祉法人
・居住支援を目的とする会社 等

● 居住支援法人の行う業務
① 登録住宅の入居者への家賃債務保証
② 住宅相談など賃貸住宅への円滑な入居に係る

情報提供・相談
③ 見守りなど要配慮者への生活支援
④ ①～③に附帯する業務

都道府県知事

居住支援法人

支援

指定申請

【制度スキーム】

国

● 居住支援法人への支援措置
・居住支援法人が行う業務に対し支援（定額補助、補助限度額1,000万円等）。
・［R２年度予算］共生社会実現に向けたセーフティネット機能強化・推進事業（10.８億円）の内数

居住支援法人制度の概要

※ 居住支援法人は必ずしも①～④のすべての業務を行わな
ければならないものではない。

14



居住支援法人の業務

① 登録事業者からの要請に基づき、登録住宅入居者の家賃債務の保証をすること

② 住宅確保要配慮者の賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する情報の提供、相談その他の援助を行うこと

③ 賃貸住宅に入居する住宅確保要配慮者の生活の安定及び向上に関する情報の提供、相談その他の援助を行うこと

④ ①～③の業務に附帯する業務を行うこと

指定法人の業務内容

 指定法人の業務については、法律上以下の通り

 支援業務については、必ずしも全ての業務を行う必要はないが、各支援業務を行う備えがあることは必要

①定款に各支援業務の実施に関することが記載されていること（「要配慮者の居住の支援に係る業務」等の記載でも可能）

② 「支援業務の概要に関する事項」を記載した書類に、実際に行う支援業務の概要のほか、必要が生じた場合には各支援業務を
行う旨が記載されていること

また、上記①②が困難な場合でも、家賃債務保証業務に関しては以下の場合も「備え」があると判断

③ 登録家賃債務保証業者と連携を図る旨が「支援業務の概要に関する事項」を記載した書類に記載されている場合

 支援業務は指定を受けた都道府県の全域ではなく、一部の区域において行うことも可能であり、また、全ての住宅

確保要配慮者を対象とする必要はなく、一部の属性の住宅確保要配慮者に限った支援を行うことも可能

【支援業務の「備え」】
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道内の居住支援法人 （指定状況）

16

１ ホームネット株式会社 札幌市、本別町
・住まい探しなど入居支援相談
・見守り（安否確認）

３
特定非営利活動法人
シニア賃貸住宅サポートセンター札幌

札幌市
・住宅相談

４
特定非営利活動法人
コミュニティワーク研究実践センター

札幌市、岩見沢市、三笠市、
美唄市、月形町

・住宅相談など賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談
・見守りなど住宅確保要配慮者への生活支援

５ 株式会社 JDC 札幌市
・24時間対応の相談窓口
・自社のサブリース物件の紹介など、賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供
・定期的な見守りなど生活相談

６ 株式会社 ラポール
札幌市、江別市、北広島
市、千歳市

・年齢制限が一切なく、保証人や緊急連絡先がいなくても住まい確保をおこえる。経済的事情を抱えている方も可能。住まい確保に向けて
管理会社や大家さんへの直接交渉から始まり、内覧同行・契約業務・入居後の見守りサポート等生活支援まで実施。
・住まい確保の上で必要な生活保護申請のサポート、引越業者の３社見積もりや不用品処分相談、家具家電のサポート、サブリース契約、
不動産売却等、入居～入居後～退去時を一貫して支援。
札幌市内近郊およそ3,000室の空き室から提案。

７ 特定非営利活動法人ほっとらんど
札幌市、北広島市、千歳市、
恵庭市、南幌町、厚真町、安
平町

・住宅相談など賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談、契約時の同行、内覧の同行等
・定期的な見守りなど住宅確保要配慮者への生活支援
・その他行政申請時の同行 ・病院の送迎・同行 ・看取り支援 ・残置物の処理

８ 株式会社ポロワッカ 札幌市

・賃貸住宅への入居に係る情報提供・相談・仲介
・所有不動産の売却仲介や買取りも、宅建業者として対応
・外国人に対しても、バイリンガル社員が英語で応対
・見守りなど住宅確保要配慮者への生活支援

１０ 有限会社サハスネット 釧路市、釧路町
・住宅確保要配慮者への住宅マッチングや入居相談
・入居中の生活相談等
・家賃保証会社との連絡調整

１１ 株式会社ギミック
札幌市、石狩市、北広島
市、江別市

・高齢者への賃貸空室情報提供
・高齢者への見守り・安否確認サービス
・家賃保証会社の紹介

１３ 有限会社チョイス 札幌市
・登録住宅に入居する住宅確保要配慮者への家賃債務保証会社の紹介
・住宅相談など賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談
・見守りなど住宅確保要配慮者への生活支援

１４ 社会福祉法人 本別町社会福祉協議会 本別町
・住宅相談など賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談
・見守りなど要配慮者への生活支援

１５ 一般社団法人 家財整理相談窓口 札幌市、江別市、本別町

・住宅確保要配慮者の賃貸住宅への円滑な入居の促進、および転居に伴う家財整理に関する情報の提
供、相談業務
・賃貸住宅に入居する住宅確保要配慮者の生活の安定及び向上に関する情報の提供、相談業務
・居住支援業務に付帯する家財整理等の相談業務

１６ エイジフレンドリー 株式会社 札幌市
・高齢者の住まい探しなど住替え入居相談
・身元保証や引越し、不用品処分など

１７ 社会福祉法人 北海道友愛福祉会 江別市
・住宅相談など賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供
・要配慮者への生活支援・家賃債務保証の相談

１８ 社会福祉法人 えぽっく 札幌市、北広島市
・住宅相談など賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談
・見守りなど住宅確保要配慮者への生活支援

指定
番号 法人名 業務地域 業務内容



道内の居住支援法人 （指定状況）

17

19 株式会社 スタート 札幌市
・住宅確保要配慮者の賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する情報の提供、相談その他の援助業務
・賃貸住宅に入居する住宅確保要配慮者の生活の安定及び向上に関する情報の提供、相談その他の援助業務
・見守りなど既に賃貸住宅に入居している要配慮者への生活支援

20
特定非営利活動法人 自立支援事
業所ベトサダ

札幌市 ・賃貸住宅に関する入居相談
・民間賃貸住宅に居住する対象者に対する生活相談・見守り・就労相談・緊急時の対応

21 株式会社 AIMS 旭川市
・相談窓口の設置等入居前の支援 ・生活に困窮している人に対する居住支援
・生活に困窮している外国人に対する居住支援
・定期的または随時の訪問等による見守りサポート等入居中の居住支援
・家財・遺品整理・不用品の処分等死亡・退去時の支援

22 株式会社ハウスピース 札幌市 ・低所得者・母子家庭・生活保護受給者に対する住宅相談など、賃貸住 宅への円滑な入居に係る情報提供・相談
・保証人・保証会社不要物件の賃貸物件の仲介

23 有限会社 くまごろう 札幌市 ・住宅相談など賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談
・見守りなどの住宅確保要配慮者への支援

24 株式会社 絆メディカルグループ 札幌市、函館市
・住宅相談等賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供､相談業務
・見守りなど要配慮者への生活支援業務
・入居者への家賃債務保証等紹介業務

25 特定非営利活動法人ハイファイブ 札幌市 ・住宅相談など賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談
・見守りなど住宅確保要配慮者への生活支援

26 ユニオンブライト 株式会社 札幌市 ・住宅相談など賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談
・見守りなど要配慮者への生活支援

27 株式会社 N・フィールド
札幌市、北広島市、江別市、
恵庭市、石狩市、旭川市

・要配慮者の賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する情報提供、相談その他の援助を行う業務
・賃貸住宅に入居する要配慮者の生活の安定及び向上に関する情報の提供、相談その他の援助を行う業務

28 株式会社 めぐみ企画 札幌市
・身寄りのない方や求職中でも「連帯保証人不要」「保証会社」不要で賃貸物件を提供
・家具、家電付き賃貸 ・生活保護の申請サポート ・不用品処分 ・引越し業者の斡旋
・住宅確保要配慮者の賃貸住宅への円滑な入居促進に関する情報の提供及び相談
・賃貸住宅に入居する住宅確保要配慮者の生活の安定及び向上に関する情報の提供及び相談

29 国立不動産 株式会社 札幌市、江別市 ・住宅相談など賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する情報提供、相談その他の援助

30 株式会社 ネクステップ 札幌市
・居住支援業務：賃貸住宅の仲介、高齢者施設への入居支援相談、紹介
・入居後の生活相談・対応、家財整理（生前整理）、遺品整理、退去時の支援業務

31
株式会社 ジェイ・エス・ビー・ネット
ワーク

札幌市、函館市、恵庭市、
北広島市、北斗市、七飯町

・住宅相談など賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する情報提供、相談その他の援助

32 ＪＭＰサンライズ 株式会社
札幌市、北広島市、恵庭市、
千歳市

・住宅相談など賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談
・見守りなど住宅確保要配慮者への生活支援
・賃貸住宅に入居する要配慮者の生活の安定及び向上に関する情報提供、その他の援助を行う業務

33 一般社団法人北海道民泊観光協会 札幌市
・孤独・孤立対策・生活支援・自殺防止
・フードバンク支援・子ども食堂・子どもの居場所づくり
・女性に寄り添った相談支援・住まいの支援

指定
番号 法人名 業務地域 業務内容



18

18



道内の居住支援法人 （地域別の指定状況）

19

道内における居住支援法人の登録数は30法人※であり、業務区域は２０市町村で業務を行っている。
※R4.3.31 時点

30法人



居住支援法人の指定を受けるには （道庁への申請について）

20

居住支援法人の申請について

・支援法人の指定を受けようとする場合は、申請書類を道に
提出してください。

※申請にあたっては必ず事前に相談してください。

※道の窓口

建設部住宅局建築指導課普及推進係（011-204-5577）

・指定には、居住支援業務の実績を求めています。

※指定を受けようとする法人としての実績、または、指定
を受けようとする法人の役員などが他の法人等で行った実
績が必要となります。

・申請書類の様式は、道のホームページからダウンロードし
てください。

・事前審査として、支援業務の実施に関する計画書（様式４-
１号 、様式４-２号）、現に行っている業務の概要を記載
した書類（様式６号）を提出してください。

・事前審査が完了しましたら、本申請に移ります。

※事前審査から本申請、指定までに半年以上の時間を要す
る場合があります。

・指定後は、事業計画及び収支予算、実績報告を毎年度提出
いただきます。また、名称、住所、業務内容など変更があ
る場合は、速やかに各種変更届を提出いただきます。

道のホームページ



2121



居住支援協議会の設立・取組状況

22

居住支援協議会の設立及び取組について

・市町村協議会の設立は、H29年度の改正
住宅セーフティネット法の施行以降、
徐々に増加

・居住支援協議会における取組として、入
居前の支援では住宅相談窓口を設置し、
相談対応を行う協議会が最も多い

・また、入居中や入居後の支援では、見守
りや緊急対応、家財・遺品整理の実施や
サービスの紹介が多い
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都道府県 市町村

居住支援協議会の設立・取組状況

【居住支援協議会の設立数の推移】 （R2年3月31日時点）【協議会を設立している市区町】

設立年度 市区町

H20年度 福岡市（３月） 1

H23年度 熊本市（７月）、江東区（９月）、神戸市（12月）、岐阜市（３月） 4

H24年度 豊島区（７月）、京都市（９月）、北九州市（11月） 3

H25年度 大牟田市（６月）、板橋区（７月）、鶴岡市（３月） 3

H27年度 調布市（12月）、北海道本別町（２月）、八王子市（２月） 3

H28年度
川崎市（６月）、千代田区（７月）、杉並区（11月）、世田谷区
（３月）、日野市（３月）

5

H29年度 船橋市（５月）、多摩市（５月）、文京区（７月）、宝塚市（１月） 4

H30年度

名古屋市（５月）、江戸川区（７月）、うきは市（７月）、姫路市
（７月）、広島市（７月）、横浜市（10月）、豊中市（11月）、台東
区（１月）、千葉市（３月）、北区（３月）、横手市（３月）、鎌倉市
（３月）

12

R1年度

宇治市（4月）、練馬区（４月）、東みよし町（４月）、町田市（５
月）、狛江市（５月）、葛飾区（６月）、岡崎市（８月）、さいたま市
（８月）、岸和田市（８月）、大田区（９月）、旭川市（11月）、札幌
市（１月）、新宿区（２月）、品川区（２月）、東温市（２月）

15

計 50

＋４
＋１２

＋１５設立のペースは加速

○ 設立状況；97協議会（全都道府県・50市区町）が設立（R2.3.31時点）

23



ご静聴ありがとうございました。

24


